
会計年度任用職員報酬 180,305円　費用弁償 4,000円　消耗品費 208,942円　燃料費 10,612円　印
刷製本費 211,302円　事務取扱手数料 538,996円　各種手数料 105,600円　健康診断委託料 68,100
円　各種業務委託料 156,000円　特定健康診査費 7,208,830円

備　 考 　東みよし町国民健康保険より執行委任を受け、健康づくり課で事業を実施している。

項 2 特定健康診査等事業費 目 1 特定健康診査等事業費

特定財源の名称・金額 特定健康診査等負担金 3,652,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 2 国民健康保険事業特別会計 款 4 保健事業費

  うち繰越分↓
9,954,000

  うち繰越分↓
 一般財源(e) 5,964,976

  うち繰越分↓
5,040,687

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
 その他(d)

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

3,652,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

4,032,000
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

 県支出金(b) 3,348,000
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

13,986,000
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 9,312,976
  うち繰越分↓

8,692,687

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

　6月～1月までの間に特定健康診査を医療機関または集団検診で実施。随時国保連合会から健診結果
を受け取り、特定保健指導対象者を選定。それぞれの地区担当保健師・管理栄養士が個別訪問等で初回
面接を実施し、体や疾病のメカニズム・適切な食事量と内容・運動の必要性を伝え、生活習慣病予防のた
めの個人目標を決定。その後も電話・面接等で継続支援を実施し、3ヶ月後に評価を行う。3ヶ月間の生活
習慣改善の評価指標として、内臓脂肪面積測定（腹部CT）を実施。また、生活習慣病の早期発見・早期治
療を目的に、ハイリスク者に対して2次健診（75g糖負荷試験、頸動脈超音波検査）を実施。その他、希望
者は運動施設等の利用料金補助を受けることができ、運動習慣をつける機会を与えている。平成30年度
より町内医療機関との連携強化と特定健診受診率向上を目的としたみなし健診も実施。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

　令和4年度特定健康診査受診者数は1,973人中892人であり、受診率は45.2％（令和5年4月速報値）で、
令和3年度特定健康診査受診率と比べると0.4％の低下とほぼ横ばい。特定保健指導実施において、健診
受診による健診データの把握が必要不可欠であり、健診受診率アップは効果的な保健指導実施にあたっ
て意義が大きい。特定保健指導は令和5年9月まで実施し、10月に法定報告を行う。

特記事項
　特定保健指導は国民健康保険より健康づくり課へ執行委任されている。令和4年度特定保健指導対象
者については現在も3ヶ月間の継続支援中であり、10月に国への実績の法定報告を行う。

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

40歳から74歳までの国民健康保険被保険者 対 象 者
1,973人

（令和4年4月）

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底による町民のQOL（生活の質）向上と医療費削減

事業継続年数 事業開始年度 平成20年度

分野別施策 １　健康づくり・医療体制の充実 所 属 長 戸澤 幸代

主な施策 ２　各世代の各種健診・指導等の充実 電話番号 82-6323

第２次
総合計画体系

政策目標 １　健やかに暮らせるまち 担当部署 健康づくり課

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律（特定保健指導の実施の義務）

事業実施方法区分

東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 特定健診後の特定保健指導事業 整理番号 1307-010

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


